
漁業奨励補助事業実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、公益財団法人沖縄県漁業振興基金（以下財団）が、水産関係民間団

体事業補助金交付等要綱の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597
号水産庁長官通知。以下「運用通知」という。）に基づき実施する沖縄漁業安定基金

事業の漁業生産向上対策の漁業奨励補助事業を実施するにあたり、別途、財団が定

める沖縄漁業安定基金事業交付規則（平成 27 年３月 27 日施行）第８８条の規定に

基づき必要な事項を定める。 
 
（事業実施者） 
第２条 事業実施者は、沖縄県に住所を有する漁業協同組合又は水産庁長官が適当と認め

た者とする。 
 
（事業の内容） 
第３条 自然災害等によって浮魚礁の流失被害が発生した場合、原状復帰するために必要

な流失被害のあった浮魚礁の回収・処分、代替浮魚礁の導入等を行うものとする。 
 
（助成対象経費） 
第４条 本事業による助成対象経費は、沖縄県周辺水域における我が国の領海及び排他的

経済水域内において、自然災害等による流失被害のあった浮魚礁について、事業実

施者が指名する地方自治体の第三者（以下「確認者」という。）による確認を受けた

場合に、当該浮魚礁を原状復帰するために必要な被害のあった浮魚礁の回収・処分、

代替浮魚礁の導入等に要する経費。 
１ 用地買収費、借地料及び補償費は対象としない。 
２ 新設によるもののほか、既存資材の有効利用等の見地から必要があると認められ

る場合には、既存資材の利用に係る導入経費を対象とすることができるものとする。 
 
（助成率及び助成金額） 
第５条 助成金の額は、前条の助成対象経費において、事業に要した費用の額の１／２以

内とする。ただし、事業に要した費用の額の上限は 1 件あたり 1 千万円未満とし、

財団からの助成金の上限額は 500 万円未満とする。 
 
（事業実施計画） 
第６条 事業実施者は、事業を実施しようとするときは、毎事業年度、その事業年度の事

業実施計画書を別記様式第１号により作成し、財団の承認を受けるものとする。こ
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れを変更するときも同様とする。 
２ 財団は、前項の承認を行う場合には、あらかじめ、運用通知２－７－（２）の（４）

のイの（イ）のｅの（ｂ）に規定する別記様式第 66 号により水産庁長官に協議しな

ければならない。 
 
（事業実施計画策定の際の留意事項） 
第７条 前条の事業実施計画には、被害のあった浮魚礁が、自然災害等による流出被害に

よるものであることについての確認者の情報を含むものとする。 
２ 確認者は、事業実施者に対し、確認に必要な書類の添付を求めることができる。 
３ 確認者は、申請書及び添付書類等を審査の上、被害が自然災害等によることにつ

いて確認した場合は、様式１号により確認書を交付する。 
 
（交付申請） 

第８条 事業実施者は、財団より事業実施計画の承認を受けたのち、別記様式第２号より、

財団に交付申請を行うものとする。また、この際に、様式２号（同意書）を参考に

被害の原因者等から損害賠償等を受けた場合の扱いについても合わせて提出する。 

２ 財団は、前項の交付申請があったときは、書類審査の上、交付の諾否を決定し、申

請のあった事業実施者に通知するものとする。 

 

（事業実施の際の留意事項） 
第９条 事業実施者は、助成金の交付決定の通知を財団から受けた後に当該被害に係る被

害浮魚礁の回収・処分及び代替浮魚礁導入を実施する。ただし、被害の状況により

早急な措置を必要とする場合、または助成金の交付決定通知前に措置が必要と判断

した場合は、その理由書及び作業計画等を財団へ提出し、財団の了解を得たものに

限り、その経費について助成の対象とすることができる。 

 

（責任の所在） 

第１０条 事業実施者と作業実施船の所有者は、様式３号（誓約書）を参考に、出動中に

万が一海難事故が発生した場合の責任の所在を明確にする取り決めを結んでおく。 

 

（記録写真） 

第１１条 作業実施に係る以下の記録写真（日付け入り）を撮影する。 

１ 漁船登録番号の前で作業員全員の集合写真（出・帰港毎に最低３枚程度） 

２ 作業状況写真 

３ 廃棄する浮魚礁がある場合は、回収写真（回収から処分業者へ受け渡し完了の

間適時） 
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（助成金の概算払い） 

第１２条 事業実施者は、事業の円滑な実施に必要な場合は、別記様式第３号により、財

団に概算払請求を行い、財団はこれを審査の上、適当であると認めた場合におい

て、助成金の概算払いを行うものとする。 

 
（経費の管理） 

第１３条 事業に伴う経費の管理を適正に行うため、事業実施者は、被害浮魚礁漁の回収・

処分の実施にあっては様式４号の管理簿を、浮魚礁の導入及び整備の実施にあっ

ては様式５号の管理簿を作成し、領収書等の信憑書類とともに保管する。なお、

領収書等が保管されていない場合、助成対象経費として認められない。 

 
（事業実績の報告） 
第１４条 事業実施者は、事業を実施した事業年度における当該事業の成果等について、

事業終了後、遅滞なく、事業実績報告書を別記様式第４号により作成し、財団に

提出するものとする。この際、様式６号により、浮魚礁の助成金算定書を添付す

る。また、交付等要綱（平成１０年４月８日付け１０水漁第９４５号農林水産事

務次官依命通知）第 30 の３により、財産管理台帳別記様式第 14 号を財団に提出

する。 

２ 財団は、前項による報告書の提出があった場合は、運用通知２－７－（２）の

（４）のイの（イ）のｆの（ｂ）の規定する別記様式第 67 号により水産庁長官に 

報告するものとする。 
 

（助成金の額の確定） 

第１５条 財団は、第１４条の１の実績報告書及び添付資料（証憑等）の内容を精査し、

第８条の２により交付決定した内容に適合すると認めたときは、交付すべき助成金

の額を確定し、当該事業実施者に通知するものとする。 

 

（助成金の請求等） 
第１６条 事業実施者は、第１５条の助成金の額の確定通知を受けた場合、支払請求書を

作成の上財団に提出するものとする。 
２ 財団は、支払請求書を受領後、事業実施者が指定する銀行口座に助成金を振り

込むものとする。 
 

（年度事業規模について） 

第１７条 各事業実施者への予算の配分額は、財団の沖縄漁業安定基金事業の予算の範囲

内をもって決定する。 
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（事業の委託） 
第１８条 事業実施者は、事業を円滑に実施するために必要がある場合には、当該事業の

一部を第三者に委託して実施することができるものとする。 
 

 

附則 

１ この要領は、平成 27年４月 14日より施行する。 

２ 平成 27 年 11 月 12 日一部改正 

３ 平成 28 年３月９日一部改正 

４ 平成 29 年 3 月 28 日一部改正 

５ 令和元年 5月 28 日一部改正 

６ 令和４年 4月 26 日一部改正 
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（様式等の一覧） 

  事業実施計画書                 別記様式第１号 

  交付申請書                   別記様式第２号 

  概算払請求書                  別記様式第３号 

  事業実績報告書                 別記様式第４号 

確認書                        様式１号 

確認書（別紙）                    （参考） 

同意書                        様式２号 

誓約書                        様式３号 

被害浮魚礁の回収処分管理簿               様式４号 

浮魚礁の購入・資機材購入管理簿            様式５号 

浮魚礁の助成金算定書                 様式６号 

財産管理台帳                  別記様式第 12 号 
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経 費 助 成 基 準  

 

被害浮魚礁の回収・処分及び導入にかかる経費（助成上限額） 

 

１．賃金 

① 洋上での作業について、１日当たりの賃金２５，２００円／人（日当 20,200 円、保

険 3,800 円、食費 1,200 円）に実作業従事者数を乗ずる。 

② 陸上での作業について、1 日当たりの賃金１１，８００円／人（日当 8,000 円、保険

3,800 円）に実作業従事者を乗ずる。 

 

２．用船料 

新トン 用船料 

１５トン未満 ４２，０００円／日・１隻 

１５トン以上３０トン以下 ５４，０００円／日・１隻 

３１トン以上４０トン以下 ９３，０００円／日・１隻 

４１トン以上５５トン以下 １１１，０００円／日・１隻 

５６トン以上７５トン以下 １５４，０００円／日・１隻 

７６トン以上 １７３，０００円／日・１隻 

 

注 旧トンの場合は新トンに換算する。その際ベースとなる旧トンは許可名簿の有効ト

ン数となる。 

 

３．燃油代：実費助成 

参加漁船は、作業出動前に、燃油を満タン状態に給油しておき、作業完了時に消費分

を補給する。 

 

４．賃借料：実費助成 

作業を実施するために必要な機器・設備に係る賃借料（リース又はレンタル一式等） 

 

５．資材・消耗品費：実費助成 

 

６．事業実施者が専門業者と請負契約を締結し、専門業者が実施する作業：実費助成 

注 専門業者との請負契約を締結し、専門業者が作業を実施する必要性が分かる資料

を添付すること。 
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別記様式第１号 

 

○○年度漁業奨励補助事業に対する助成事業実施計画承認申請書 

 

○○番○○○○号 

○○年○○月○○日 

公益財団法人沖縄県漁業振興基金 

理事長   ○ ○ ○ ○ 殿 

住 所 

事業実施者名及び代表者氏名   印 

 

○○年度において、下記のとおり漁業奨励補助事業を実施したいので、沖縄漁業安定基

金事業の交付規則第５３条の１の規定に基づき、承認を申請する。 

 

記 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容 

 ①被害のあった浮魚礁が自然災害によるものであることについて第三者による確認 

確認内容等 

確認者 

（第三者） 
確認方法 

被害漁具・ 

施設所有者 

被害日

（確認

日） 

漁具・ 

施設種類 

自然災害の 

内容 被害内容 その他 

        

（添付書類）浮魚礁被害確認書を添付 

 

 ②被害のあった浮魚礁の復旧計画 

漁具・施設 

の種類 

設置・購入日 

（予定） 

新設又は改修漁具・施設の設置購

入に要する経費 

（全ての経費について記載） 

備 考 

 （設置日） 

 

（購入日） 

 修理する場合は、材

料代の見積価格 

（添付書類）導入に要する経費の内訳表を添付 
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③被害のあった浮魚礁の回収・廃棄処分計画（又は実績） 

回収作業水域 実施方法 作業実施期間 実施規模 備 考 

 （使用船舶） 

 

（回収方法） 

  

（処分数量） 

 

（添付書類）海域図等 

 

３ 事業の経費                             単位：円 

補助対象事業に要する

経費 

負担区分 
備 考 

財団助成金 事業実施者負担金 

円 円 円  

 

４ 事業の完了予定年月日 

○○年○○月○○日 

 

５ 収支予算 

（１）収入の部                             単位：円 

区  分 
本年度予算額 

又は本年度精算額 

前年度予算額 

又は前年度精算額 

比  較 
備考 

増 減 

財団助成金      

事業実施者負担金      

合 計      

 

（２）支出の部                             単位：円 

区  分 
本年度予算額 

又は本年度精算額 

前年度予算額 

又は前年度精算額 

比  較 
備考 

増 減 

財団助成金      

事業実施者負担金      

合 計      

 

６ 添付書類  

（１）浮魚礁被害確認書 
（２）海域図等 
（３）経費内訳表  
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別記様式第２号 

 

○○年度漁業奨励補助事業に対する助成事業助成金交付申請書 

 

○○番○○○○号 

○○年○○月○○日 

公益財団法人沖縄県漁業振興基金 

理事長   ○ ○ ○ ○ 殿 

住 所 

事業実施者名及び代表者氏名    印 

 

 ○○年度において、下記のとおり漁業奨励補助事業を実施したいので、沖縄漁業安定

基金事業の交付規則第５４条の１の規定に基づき、助成金        円の交付を申

請する。 

 

記 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容 

 ①被害のあった浮魚礁が自然災害によるものであることについて第三者による確認 

確認内容等 

確認者 

（第三者） 
確認方法 

 

施設所有者 

被害日 

（確認

日） 

 

施設種類 

自然災害等

の内容 被害内容 その他 

        

（添付書類）浮魚礁被害確認書を添付 

 

②被害のあった浮魚礁の復旧計画 

施設 

の種類 

設置・購入日 

（予定） 

新設又は改修漁具・施設の設置購

入に要する経費 

（全ての経費について記載） 

備 考 

 （設置日） 

 

（購入日） 

 修理する場合は、材

料代の見積価格 

（添付書類）導入に要する経費の内訳表を添付 
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③被害のあった浮魚礁の回収・廃棄処分計画（又は実績） 

回収作業水域 実施方法 作業実施期間 実施規模 備 考 

 （使用船舶） 

 

（回収方法） 

  

（処分数量） 

 

（添付書類）海域図等 

 

３ 事業の経費                             単位：円 

補助対象事業に要する

経費 

負担区分 
備 考 

財団助成金 事業実施者負担金 

円 円 円  

 

４ 事業の完了予定年月日 

○○年○○月○○日 

 

５ 収支予算 

（１）収入の部                             単位：円 

区  分 
本年度予算額 

又は本年度精算額 

前年度予算額 

又は前年度精算額 

比  較 
備考 

増 減 

財団助成金      

事業実施者負担金      

合 計      

（２）支出の部                             単位：円 

区  分 
本年度予算額 

又は本年度精算額 

前年度予算額 

又は前年度精算額 

比  較 
備考 

増 減 

財団助成金      

事業実施者負担金      

合 計      

 

６ 添付書類  

（１）浮魚礁被害確認書 
（２）海域図等 
（３）経費内訳表 
（４）同意書  
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別記様式第３号 

 

○○年度漁業奨励補助事業に対する助成事業助成金概算払請求書 

 

○○番○○○○号 

○○年○○月○○日 

公益財団法人沖縄県漁業振興基金 

理事長   ○ ○ ○ ○ 殿 

住 所 

事業実施者名及び代表者氏名    印 

 

○○年○○月○○日付け○○号で交付決定の通知があった○○年度漁業奨励補助事業に

ついて、沖縄漁業安定基金事業の交付規則第５５条の２の規定に基づき、金     円

を概算払いによって交付されたく請求する。 

 

助成事業に

要する経費 
財団助成金 

既受領額 今回請求額 残額 

金額 出来高 金額 出来高 金額 出来高 

円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

（添付書類） 

・領収書等の写し 

  

11



別記様式第４号 

 

○○年度漁業奨励補助事業に対する助成事業助成金実績報告書 

 

○○番○○○○号 

○○年○○月○○日 

公益財団法人沖縄県漁業振興基金 

理事長   ○ ○ ○ ○ 殿 

住 所 

事業実施者名及び代表者氏名    印 

 

○○年○○月○○日付け○○号で助成金の交付決定の通知があった○○年度漁業奨励補

助事業について、下記のとおり実施したので、沖縄漁業安定基金事業の交付規則第５６条

の１の規定に基づき、報告する。 

なお、併せて精算額     円と概算払受領額     円との差額     円の

交付を申請する。 

 

記 

 

 （注）記の記載要領は、別記様式２号の記の様式に準ずる。 
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別記様式５号 
 

助 成 金 支 払 請 求 書 
 

 
事 業 名  ○○年度漁業奨励補助事業 
 

※ 記載は、算用数字を使用し右詰で¥マークで閉める。 
 

 
上記のとおり請求します。 
 
    ○○年○○月○○日 
 
         事業実施者  住 所   
                団 体 名 
                代表者名    
 
 
 
                     公益財団法人沖縄県漁業振興基金 
                     理 事 長 ○ ○ ○ ○ 殿 

 
 

 
請 求 額  

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円 

          

交 付 決 定 額           

受 領 済 額           

今 回 請 求 額           

差 引 残 額           

振 込 先 金 融 機 関 名   
預 金 の 種 類  
口 座 番 号  
口 座 名 義  
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様式 1 号 
 

浮魚礁被害確認申請書 
 

 
  ○○年○○月○○日 

 
 
確認者名  殿 
 
 
                        住所 
                        事業実施者名 
                        代表者氏名         印 
 
 
別紙のとおり、沖縄県周辺水域における我が国の領海及び排他的経済水域内において、

自然災害等による流失被害を被ったので、その証明、確認を受けたく、申請します。 
 
 
 
 

浮魚礁被害確認書 
 
 
上記の者より提出された浮魚礁の被害が、自然災害等によるものと確認し証明する。 

 
○○年○○月○○日 

 
 
                    （確認者） 住所 
                          団体名 
                          代表者          印 
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（別紙） 

浮魚礁・自然災害等被害調書（例） 
№ 区 分 内 容 

１ 調査年月日 ●●年●●月●●日 

２ 調査実施者 ●●●漁業協同組合 ●●●●● 

３ 被害浮魚礁の所有者 
●●●漁業協同組合 

代表理事組合長●●●●● 

４ 被害浮魚礁の種類 ●●浮魚礁（●●年●●月●●日設置） 

５ 被害発生日（確認日） ●●年●●月●●日 

６ 被害発生場所 
北緯●●●°●●’ 東経●●●°●●’ 付近 

農林漁区番号●●● 

７ 
自然災害等が原因と推

察される理由 

 

 

 

８ 

被害内容 

（被害金額の算定） 

（被害の状況） 

 

被害金額： 

証拠写真等： 

９ 調査人の所見 

 

 

 

 
●●年●●月●●日 

●●●●漁業協同組合 
代表理事組合長●●●● 印 
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様式２号 

 

 

同 意 書 

 

 

公益財団法人沖縄県漁業振興基金 

理事長   ○ ○ ○ ○ 殿 

 

 

〇年〇月〇日発生した浮魚礁被害について、原因者が判明したときは、公益財団法人

沖縄県漁業振興基金（以下「財団」という。）へ、その旨を通知します。 

また、原因者又は補償機関等から示談及び和解金の損害賠償等の支払があったときには、

財団の行う、沖縄漁業安定基金事業（漁業奨励補助事業）で助成された額を上限とし、取

立てに要した経費等を控除したのちの額を、既に助成を受けた助成率をもって按分した額

を速やかに返納することを同意いたします。 

 

 

 

   ○○年○○月○○日 

 

 

                        住所 

                        事業実施者名 

                        代表者            印 
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様式３号 

 

 

誓 約 書 

 

 本船は、公益財団法人 沖縄県漁業振興基金が事業主体で、○○○漁業協同組合が事業

実施者となり実施する、沖縄漁業安定基金事業（漁業奨励補助事業）に参加し、被害浮魚

礁漁の回収・処分作業を誠実に行うことを誓約いたします。 

 なお、当該事業について発生したすべての海難事故に対する損害（第三者に及ぼした損

害を含む）のために必要を生じた費用は、一切を本船が負担します。 

 

○○年○○月○○日 

 

○ ○ ○漁業協同組合 

 代表理事組合長 ○ ○ ○ ○ 殿 

 

代表者住所               

氏   名             印 

 

＜事業実施船明細＞ 

船 名 第○○○丸 

漁 船 登 録 番 号 ○○○－○○○○○ 

船 舶 所 有 者  

住 所 ○○県○○市 ○○○○番地○ 

氏 名 ○ ○ ○ ○ 

総 ト ン 数 ○○．○○トン 

機 関 種 類 ・ 馬 力 ○○○馬力 

所 属 漁 業 協 同 組 合 ○○○漁業協同組合 

連 絡 先 電 話 ・ 陸 上 ○○○○－○○○－○○○○ 

     ・ 船 舶 ○○○○－○○○○－○○○○ 
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様式４号 

被害浮魚礁の回収処分管理簿 

 
事業実施者名： 

船名 
回収漁浮魚礁 回収浮魚礁の陸揚 

処分方法 
処分費用 

廃棄業者名 備考 
種類 量（㎏） 揚日 港名 運賃 処分費 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 
注１ 被害浮魚礁の処分の回収作業、記録写真（日付記入）を添付すること。 

注２ 処分費用の領収書を添付すること。 
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様式５号 

浮魚礁の購入・資機材購入管理簿（請求書・領収書関係） 

 
事業実施者名： 

納品（購入先）業者名 
納品書・

請求書№ 
年月日 

請求金額

（円） 

領収書

№ 
年月日 

支払金額 

（円） 

残 金 

（円） 
備考 
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様式６号 

浮魚礁の助成金算定書 

 

漁業種類：                                       事業実施者名： 

納品年月日 品名 単価（円） 数量 金額（円） 納品（購入先）業者名 領収書№ 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 購入合計 ①   

算定額 

①の定額 

①の 1/2 以内 

 

円 

円 

（1 円未満切り捨て） 
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別記様式第 14号（第 30第３項関係） 

 

財 産 管 理 台 帳 

 

事業実施主体名： 

事業実施年度    ○○年度 

農林水産省所管 

水産関係民間団体事業補助金 

沖縄漁業基金事業（沖縄漁業安定基金事業） 

 

取得財産の内容 負担区分 処分制限期間 処分の状況 

摘要 
財 産 名 

取 得 

年月日 

取 得 

金 額 

国 庫 

補助金 

事業実 

施主体 
その他 

耐 用 

年 数 

処分制限 

年月日 

承 認 

年月日 

処 分 

の内容 

           

           

           

           

           

           

合 計           

（注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。 

   ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 

   ３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。 

   ４ この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができ

る。 
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